
   函館市私立専修学校運営助成費補助金交付要綱 

    

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，本市において私立専修学校が教育に果たしている 

 重要な役割にかんがみ，父母負担の軽減と教育条件の維持向上を図る 

 とともに，経営の健全性を高め，もって本市教育の振興に資するため 

 市が行う私立専修学校を設置する学校法人，準学校法人その他の法人 

 に対する補助金の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号 

 に定めるところによる。 

(1) 専修学校 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１２４条に 

 規定する学校をいう。 

(2) 学校法人 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規 

 定する学校法人をいう。 

(3) 準学校法人 私立学校法第６４条第４項の法人をいう。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金は，私立専修学校を設置する学校法人，準学校法人その 

他の法人に対し，専門課程の運営に要する経費のうち，教育条件の維 

持および向上を図るための経常的経費で次に掲げるものについて，予 

算の範囲内で交付する。 

(1) 教材，教具，校具の購入等に係る経費 

(2) 施設および設備の整備充実に係る経費 

(3) 教職員の研修および研究に係る経費 

(4) 教職員の人件費 

(5) その他市長が特に必要と認める経費 

２ 前項の規定にかかわらず，補助金の交付の対象となる専門課程の運 

 営に要する経費において，函館市の他の補助金の交付を受けている場 

 合は，当該専門課程に係る全ての経費について補助金の交付の対象外 

 とする。 



（補助金の交付申請等） 

第４条 補助金の交付の申請，決定等については，函館市補助金等交付 

 規則（昭和６２年函館市規則第４３号）の定めるところによる。 

（仕入控除税額の報告等） 

第５条 補助事業者は，補助事業の完了後に，消費税および地方消費税 

 （以下「消費税等」という。）の申告により補助金に係る消費税等に

係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含

む。）は，別記様式の報告書により，補助事業の完了の日の属する

年度の翌年度６月３０日までに市長に報告しなければならない。 

２ 市長は，前項の報告があった場合において，補助金に係る消費税等 

 に係る仕入控除税額があることが確定したときには，当該仕入控除税 

額を市に納付しなければならない。 

 （補足） 

第６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

   附 則 

 この要綱は，平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成１９年１２月２６日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和元年７月１９日から施行する。 

 附 則 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は，令和７年４月１日から施行する。 



 

別表（第３条関係） 

補助対象経費 算定方法 備考 

専門課程分の運営に要する経費
のうち，教育条件の維持向上を
図るための経常的経費で次に掲
げるもの 
(1) 教材，教具，校具の購入等

に係る経費 
(2) 施設および設備の整備充実

に係る経費 
(3) 教職員の研修および研究に

係る経費 
(4) 教職員の人件費 
(5) その他市長が特に必要と認

める経費 

補助対象学校の専門課程分の補助
金の総額に次に掲げる割合をそれ
ぞれ乗じ，配分した額の合算額と
する。 
(1) 校数割 100分の60 
 校数に応じ配分 
(2) 在籍者数割 100分の30 
 在籍者数（在籍者数が定員を超

える場合は，定員）に応じ配分 
(3) 教職員数割 100分の10 
 教職員数（専任者1，兼務者0.5

を乗じて算出）に応じ配分（同
一法人内の兼務者は除く） 

１ 人員算定の
基準日は，当
該年度の4月1
日とする。 

2 教職員の人件
費に係る補助
金は，当該学
校に係る補助
金の総額の50
パーセント以
内とする。 

3 専任者，兼務
者の定義は，
学校基本調査
の手引きを準
用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記様式（第５条関係） 

 

        年度消費税および地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

                                年  月  日 

 

    函館市長 様 

 

                         住所 

                 補助事業者等    団体名 

                         代表者氏名 

                                                                                                                               

 

        年  月  日函  で交付決定を受けた     年度函館市私立 

専修学校運営助成費補助金に係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税  

額について，次のとおり報告します。 

 

１ 函館市補助金等交付規則（昭和６２年函館市規則第４３号）第１８条  

第１項の規定による確定額または事業実績報告による精算額 

 

金                   円 

 

２ 消費税および地方消費税の申告により確定した消費税および地方消費税  

に係る仕入控除税額（市補助金返還相当額） 

 

金                   円 

 

３ 添付書類 

（１）  積算内訳報告書 

（２）  課税期間分の消費税および地方消費税の確定申告書（写し）  

（３）  課税売上割合，控除対象仕入税額等の計算書（写し）  

 



 


